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１． はじめに 

都市機能-構造システム設計とは、限られた都市空

間に現在から将来にわたって社会・経済活動的にどの

ような性格の都市環境を創造し、どんな機能配置、さ

らにはどのような都市機能関係を構成していくかを定

める都市・地域計画の最も基本的な作業である。社会・

経済システムの複雑化･多様化の進展につれ、本設計計

画の困難性は増しており、計画的に検討することの重

要性は高いと考える。そこで本研究では、地方都市地

域における最も効率的・効果的な「都市機能の種類・

規模・広域配置と関連関係」を求めることとした。ま

ず、都市基盤施設を都市機能と対応して的確に捉え、

これらから生じる諸活動を都市活動と捉え、これら活

動をつかさどる各種都市機能の関連関係と空間的構成

を表現したものを都市機能-構造システムとして捉え

ることとした。この将来都市機能-構造システム設計を

確実に行うための「最適化理論を導入した都市機能-

構造設計モデル」の開発とこれを中心とするシステム

を構築することとし、これらの有効性を示すため、滋

賀県甲賀市を対象地に、実証的検討を行うこととした。 

 

２．都市機能-構造システム設計の概要 

本研究で着目した都市機能-構造システム設計は、基

本計画段階の先取り的検討として行われるものであり、

健全で発展的な都市の維持・発展に必要な各種都市機

能の「種類」・「規模」・「配置」とそれらの関係構

造をシステム論的に決定する作業である。都市機能-

構造システム設計は、その検討内容が都市機能・都市

活動に関わるので、特に土地利用構想計画に密接に関

わっている。したがって、都市機能-構造システム設計

は、土地利用構想計画の検討プロセスに含まれ、土地

利用構想計画案策定のための計画情報作成作業である

とも言える。そのため、これを受けて策定・検討され

る都市機能設計は、構想段階以降の基本計画・整備計

画段階に対し、実行可能性、確実性、効率性、等々を

確保しておくことが可能となる。 

このように、本システムでは、基本計画段階の先取

り的検討として、数理計画モデルを用いて各種都市機

能を最適な状態に配分量を決定することにより、より

実現可能性が高い「都市機能レベルのマスタープラン

の検討」へとスムーズに移行することができると考え

られ、都市機能-構造システム設計を機能レベルで検討

することの意義は大きいと考える。また本研究では、

合併を行った地域における広域的な都市機能-構造シ

ステム設計を行うわけであるが、広域的な視点で都市

機能-構造設計を行うことにより、規模や性格の異なる

自治体それぞれの既存都市機能を効果的に再編成して、

全体での社会・経済水準を高度化するとともに、地区

間格差がないように配慮して統合を図ることを目指す

こととした。ここでは図－１のような計画プロセスを

設定してシステム論的検討を行うこととした。 
 

 

 
図－1 都市･地域機能構造設計の位置付け･プロセス
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図－２ マネジメント機能面における広域市町村合併の効果 max→++= GsGmGa SSSS
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３．広域市町村合併に関する検討 
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近年、機能的に強いつながりを有する広域地域間で

の都市行政の連携や市町村合併は、我が国の地方公共

財政の悪化の改善方策と同時に、高度化・多様化した

行政需要の効率的・効果的対応策の一つであると言わ

れている。広域合併における事業実施体制及び都市政

策の変更により、行政サービスでも図－２に示される

ような効果が図られるものと考えられる。また、広域

合併により、行財政の効率化・合理化が図られること

によって、住民サービスの高度化に対しても対応でき

る可能性が広がるといえる。ゆえに規模や性格の異な

る自治体それぞれの既存都市機能を効果的に再編成し

て、全体での社会・経済水準を高度化するとともに、

地区間格差がないように配慮して統合を図ることを目

指すためにも、広域的な視点の下で都市機能-構造シス

テム設計を行う意義は大きいと考えた。 

 
４．都市機能-構造設計モデルの構築 
将来都市・地域機能構造案策定に際しては、都市機

能を具体的に配置・配分していくこととする。したが

って、都市・地域における機能的な関連関係が更新さ

れて、都市・地域内の活動パターン及び流動パターン

が変化することになる。将来都市・地域機能構造案の

評価に際しては、このような変化、つまり、都市機能

導入による影響・効果を分析する必要がある。都市・

地域における活動の変化は、都市活動間の複雑な相互

関係に影響されるために、その把握は困難である。そ

れらを社会現象として明確化するため、都市機能また

は都市活動間の相互関係を数学的に記述することが必

要であり、望ましい都市・地域機能構造を得るために

は、数理計画モデルを用い最適化理論を導入すること

によって検討を加えることが有効な手段と考えられる。 

また、都市・地域がめざす将来像は計画の対象とな

る都市・地域が異なれば必然的に異なる。そこで目的

関数の設定にあたって対象となる都市の状態やめざす

将来像を想定しておくことが必要である。本研究では、

対象地として甲賀市を取り上げ、都市づくりの基本理

念を「活力と文化を創発する畿央の交流都市」と定め、

活力ある都市を実現するために重要であると考えられ

る商業・サービス業、観光・レクリエーション産業と

いった商・観光業機能、さらに地域の雇用源、民間活

力の活性化として工業機能、また、法人化の促進によ

る経営規模拡大、効率的運営の実現を考慮した、農業

機能の活動量の最大化問題として定式化を行った。ま

た産業を振興することで雇用の促進を目指すとともに、



定住化の促進も目指すため、居住機能に関しても最大

化問題として以下のように定式化した。 

また、本研究で構築する都市機能-構造設計モデルに
おいて取り扱う都市機能としては、都市を構成する基

本的な機能である居住機能、都市生活において様々な

商品やサービス等を提供し、また従業機能として都市

の経済的側面を支える農業機能、工業機能、商・観光

業機能を都市機能-構造を構成する中核的都市機能と
して位置づけ、これらの活動の大きさとしては、粗生

産額、出荷額、販売額を捉えることとする。また、こ

れら産業活動を構成する機能とは別に、社会活動を構

成する医療・福祉機能も都市機能-構造を構成する都市
機能として捉える。更に、都市・地域を捉える上でも、

都市機能間の関連関係のつながりを考える上でも非常

に重要な要素となり、さらに都市の主要な機能である

交流機能に関わる要因として、人の短期的流動に着目

し、ＯＤ交通量をそれとして捉えることができると考

えた。このように都市における主要な都市機能である

居住機能、農業機能、工業機能、商・観光業機能、医

療・福祉機能の配置と規模の空間的構成に関し、その

機能間の関連関係に基づく計画的検討を加えることが

できる構造を持った数理計画モデルとして構築した。 
 
５．滋賀県甲賀市における実証的検討結果 

（１）将来機能フレームの設定に関する検討 

本研究で取り扱う都市機能-構造システム設計に関
しては、将来のある点における各機能間のバランス良

い配置計画を行っていくこととし、将来の目標年度を

設定し、各機能間の配分を決定している。したがって、

本研究の計画年度を20年と設定することとし、基準と

なる将来人口フレームの決定を行うこととした。 

将来人口フレームの決定に関しては統計的手法に

よる人口推計として、過去から現在までの人口データ

を基に直線回帰により将来人口の推計を行った。その

結果、平成17年から20年後の平成37年における甲賀

市の人口を110,000人として設定する。これを将来機

能フレームの基準とする。第２名神高速道路の整備や

地域内幹線道路網の整備推進や生活関連の第三次産業

の増加傾向もあり受け皿となる住宅の増加が捉えられ

ることから人口の増加は必至である。 

 将来人口フレームを基準に、商・観光業機能につい

ては、甲賀市全域で平成 17 年度実績で約 279.86 ha
であり、ロードサイド中心の大型店小売店の開発が進

んでいる。さらに人口増加傾向による生活品等の小売

業の進展が考えられる。また、観光都市としての広域

来訪者のための交通基盤の整備も計画されていること

も勘案して、商・観光業機能に関する将来機能フレー

ムを330haに設定することとする。 

 工業機能に関しては、商・観光業と同様に交通基盤

の整備・改善による工業団地等への企業誘致によって

増加へと転じると考えられる。これに対し、研究機関

により従来の地場産業との連携を図っていくことで、

新規産業創出や窯業等の産業の振興は大きく期待でき

る。したがって、現在の233.38 haから、工業機能の
将来機能フレームを270haに設定することとする。 
農業機能については、本研究において農業の法人化

が進展し、甲賀市の各単位地区内の 1/4の農家が法人
化をして１つの農業組合法人を設立すると設定するこ

ととした。したがって、本機能における現在の規模縮

小に歯止めがかかり、若干の規模拡大が生じると設定

する。よって、現在の 5460haから、その将来機能フ
レームを5500haと設定することにした。 
 医療・福祉機能に関しては本来面積で機能による活

動量を測れるものではないが、本研究においては、都

市機能の発生に不可欠なものを都市基盤施設と位置づ

け、それら基盤施設の組み合わせの如何により複合

的・相乗的に生ずる都市機能量をもって都市活動の規

模と捉えており、このような考え方のもと、各種都市

機能の関連関係及び空間的構成を表現したものを都市

構造として研究を進めていることから、医療・福祉機

能も、他の機能と同様に将来フレームを設定する。今

回は、滋賀県ゴールドプランによる水準値や滋賀県教

育委員会等の値を参考とすることとした。将来人口の

動向と少子高齢化の現状を勘案して医療・福祉機能の

将来機能フレームをそれぞれ、27 haと設定する。以
上を整理したものを、表－１に示す。 

表－１ 都市機能の将来フレーム 
 
都市機能名

将来機能フレー
ム（ha）

農業機能 5500
工業機能 270
商・観光業機能 330
医療・福祉機能 27

人口フレーム 110434人  
 

（２）都市・地域機能構造設計モデルの適用と考察 

モデル分析に際し、集中－分散型の都市機能-構造シ
ステムへの移行を考慮することとした。そこで、本モ

デル分析では、単位地区を学区ごとに分割し、都市機

能-構造設計モデルの適用の際に、土地利用の高度化を
示すパラメータを①現状のままで機能導入を行うパタ

ーン、②貴生川地区、綾野地区からなる中心地域のみ

を高度化しながら機能導入を行うパターン、③中心地

域に加えて、甲賀市の副核的地区である土山地区、佐

山地区、深川地区、信楽地区の土地の高度利用をしな

がら機能導入をはかるパターンの３パターンで分析を

行った。それぞれのパターンの目的関数値と第３次産



業販売額を図－３に示す。 
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図－３ 各パターンでの目的関数値の比較 

 
これより、パターン③の中心核と副核の高度利用を

図りながら機能導入を行うことが最も効果的であると

いう結果が得られた。また、ここで求められた結果か

ら、中心地区はもちろん、他の副核にも、中心地域と

平行して都市・地域機能構造を構成するように機能導

入を図ることが有効であるといえる。さらに、単位当

たりの効率性という面でも多核的な都市・地域機能構

造が優れているという結果になった。この結果を受け、

地域全体における公平性、またサービス提供事業にお

いて、集中－分散型の都市・地域機能構造を取り入れ

ることによってサービス提供の効率性が向上すると考

えられる。 

またパターン③での配分結果に関して見てみると、

居住機能・商・観光業機能、医療・福祉機能に関して

は特に、貴生川地区、綾野地区への各機能の配分が多

い結果となっている。次に、これらの機能の配分が多

いのは、甲賀市東西部の土山地区、信楽地区である。

どちらの地区も山間部に位置しており、甲賀市東西地

域の中心的地区である。現状では、甲賀市の人口は、

水口町の各地区と信楽町にある小原地区、甲南町の深

川地区に人口が集中しておりモデルの結果からは、今

後、これまでの地区に加え甲賀市西部に対して居住機

能の導入を行うことが効果的である結果が得られた。

また、工業機能の配分結果は、第二名神高速道路 IC
周辺にその拠点が移行することになる結果となった。

それぞれ各地区へ配分されているが、パターン②に比

べ、副核地区への導入は減少している。これは、高度

利用が許される地区で工業機能が特化できなくなった

ためであると考えられる。農業機能については、各地

区にまばらに分布していることが分かる。しかし、こ

こでは貴生川地区や綾野地区に隣接した佐山地区、野

田地区、大野地区への配分量が比較的多いのが特徴的

である。これは、都市の中心部からは離れた地域であ

りながらも農作物の販売・運搬を考慮した配分となっ

ていると考えられる。 

また、全体的に都市内の流動が増加することからも、

交通機能の全般的な強化は不可欠であるといえる。特

に、甲賀市中心地域と南部地域、さらに東西地域に拠

点が置かれるため都市内流動がスムーズに行えるよう

な都市内の幹線軸が必要であるといえる。両拠点から

甲賀市における中心地域を経ずに都市外へ移動するこ

とができる交通整備を行わなければ甲賀市における交

通混雑はさらに増すことになり、ひいては都市の集客

力を減少させることになるといえる。特に甲賀市は旧

来から、国道一号による東西軸の強化は図ってきたが、

南北軸の展開は遅れている。その事で地区内の格差は

大きく広がっており、将来滋賀県東南部の中核的都市

としての発展を目指す当地域において、その整備が求

められる。これらをふまえて設計した甲賀市の将来都

市機能-構造システム図を図－４に示す。 

図－４ 甲賀市の将来都市機能－構造システム図 

 

６．おわりに 

本研究では、都市機能-構造設計モデル構築に関し

て検討し、滋賀県甲賀市を対象に適用計算を行って計

画検討ツールとしての有効性を示した。甲賀市を 17

地区に分割し検討を行ったが、広域的地域であったた

めに１地区の面積が広域に及ぶ地区も存在したことか

ら、さらに詳細に分割し検討することで、より詳細な

特性を示すことができると考えられる。 
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